
 
 

 6 月 29 日、東京海上日動火災の持株会社・東京海上ホールディングスの株主総会

が開かれました。外勤社員制度廃止攻撃とたたかう仲間、支援者が代表団を組んで

総会に参加。「外勤社員制度廃止事件の解決決断」、「不当労働行為救済命令の履行」、

「居座り続ける石原会長の問題」、「保険金不払い問題の責任明確化」、「冷たい代理

店政策」の５点について事前に質問状を送り、経営者の責任を追及しました。また、

15 人以上の株主が、業績悪化、実情を踏まえない代理店政策、顧客の意に反する契

約手続き、事故対応のトラブルなど、次々と質問。経営者に不信や疑問の声があが

り、総会は３時間に及びました。経営者は、言葉の上では反省やおわびを繰り返し

ましたが、いかに自分勝手に、顧客、代理店、従業員に「痛み」を押し付けている

かが明らかに。今年ももめた総会。いつになったらよい会社になるのでしょうか。

 ２００５年９月、突然通告された外勤社員制度廃止。会社は東京地裁で断罪されま

したが、その判決も無視して社会的批判を浴びています。東京高裁で進められる和解

協議では、当方が重大な決意で譲歩しているのに、解決しようという姿勢が全くみら

れません。代表団は「裁判に負け、労働委員会で負け、和解で労働者が譲歩している

のに解決できないとなれば、社会的信頼が失墜する。」と責任追及。これに対し隅社

長は、当方が裁判所の言うことをきかないから解決できないなどとでたらめな説明を

行い、「うそをつくな」と指摘されましたが、「経営が踏み込んで解決すると決断し、

株主に約束せよ」と迫ると、「（和解交渉は）最終段階であり、踏み込んで解決する」

と明言。「それは約束と受け止める。裁判所で結果を出してほしい」というと、それ

も否定しませんでした。経営トップの約束に二言はないはず。もしうそなら会社の信

頼は地に落ちます。その言葉が本当かどうか、裁判所での会社の出方が注目されます。
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 中労委の不当労働行為救済命令に逆らう東京海上日動。株主総会では、「中労委が間違っている」

から取消訴訟を行い、労働者が言うことをきかないから解決しないと、独りよがりの論理を展開。

「裁判で命令が確定したら責任を取るのか」、「悪いことをやったらまず謝るべきだ」という質問に

はまともな答えはありませんでした。「いつでも自分は正しい」、「悪いのは相手の方だ」というこ

の会社の体質が、ここにも表れています。いつまでこんなことを言い続けるのでしょうか。 

 株主向けの「事業報告」で、「不払い問題」での金融庁処分に一言も触れておらず、「事実を隠す

な。きちんと株主にわびて説明すべきだ」と責任を追及されると、反省の弁とおわびをとうとうと

述べました。しかし、これは、もし、代表団が質問しなければ、「不払い問題」で金融庁からいま

だ処分を受けている事実も隠され、反省もおわびもしなかったということ。勝手に幕引きをしよう

としてもそうはいきません。 

 「不払い問題」を起こした時の社長である石原会長が「いつまでも居座るのはおかしい」という

質問に対して隅社長は「責任は石原会長だけではない」、「会長には大所高所から指導をいただいて

いる」と擁護。今回は本人も回答に立ち「執行業務から外れている」、「報酬を返上した」などと言

い訳を行いました。どんなにひどいことをしても最高責任者が居座り続け、それをみんなで守って

いくような会社は、誰にも信頼されなくなるのではないでしょうか。 

 顧客や代理店の方々の質問も相次ぎました。「保険料を口座振替にしろというが現金で払いたい。

命令しているのか」「がんばっているのに代理店手数料が大幅に下がり生活できない」、「傷害保険

の引受規制はおかしい」など、殆どが実情を考えない一方的な会社政策に関するもの。これは氷山

の一角です。「上から目線」で顧客、代理店、従業員に痛みを押付ける自分勝手さが露呈しました。
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